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１．調査要領
(1)調査対象

ア 対象地区 頸城商工会地区内小規模事業者

イ 調査企業数 事業所 （うち小規模事業者数 事業所）

ウ 回答企業数 事業所 （うち小規模事業者数 事業所）

)

(2)調査対象期間

令和5年4月～令和5年9月

（調査時点　　令和5年9月30日）

(3)調査方法

経営指導員等による巡回または窓口によるヒアリング調査

(4)調査対象と回答企業の構成

吉川商工会 15

名立商工会 15

頸城商工会 30

頸北等商工会

加藤利弥

商工会別 企業数

柿崎商工会 20

大潟商工会 31

111

111

調査対象 有効回答

企業数 構成比企業数 構成比

12.6%

43

19

35

製 造 業

建 設 業

卸・小売業

サービス業

111
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頸北等商工会景況調査報告書

103

（回答率 100.0%

103
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17.1%



２．地域内産業全体の景況概要

【後継者の状況】

【売上高】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【採　算】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【仕入単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【販売（客）単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し

新型コロナウイルスの影響は落ち着きつつあるが、全業種で原材料やエネルギー価
格の高騰が経営上の問題となっている。売価に転嫁できない事業所は利益率の低下
につながり、経営を圧迫している。また、従業員不足も全業種の共通課題である。

後継者無しが2/3を占める。事業主の高齢化もあり、今後廃業の増加が懸念され
る。

前年同期比では増減はほぼ同数であったが、前期比、今後の見通しでは「増加」
の回答が減り「不変」が増えている。先行きに不透明感が感じられ、厳しい状況
が伺える。

仕入単価が上昇する中、価格転嫁できずに採算が悪化している事業所が多い。今
後についても厳しい状況が続く見通しが多い。

昨年の調査に引き続き「上昇」の割合が非常に高く、物価高騰の影響が強く見て
取れる。今後もこの状況が続く見通しであり、価格転嫁が課題となる。

仕入価格の上昇を転嫁している事業所では客単価も上昇しているが、「不変」と
回答した事業所も多い。利益率の低下や物価高騰による購買意欲の低下が懸念さ
れる。
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【資金繰り】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【雇用動向】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【景況判断】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【経営上の問題点】
「仕入単価の上昇」が突出しており、「従業員の確保」と「店舗・設備等の老朽
化」が続いている。価格高騰で先行き不透明な中、設備投資を躊躇する事業所が
多いと思われる。また、仕事はあるが従業員が不足しており受注できないとの声
もあった。

「不変」の回答が多数を占め、資金繰りに問題のない事業所が多い。一方、採算
性の悪化が資金繰りの悪化に繋がっている事業所もあり、今後も好転の兆しは見
えない。

「不変」の回答が多数を占める一方、経営課題で「従業員の確保」と回答する事
業所も多い。特に「製造業」「建設業」で人手不足の声が聞かれ、悪い状況が変
わらないという意味での「不変」と推察する。

「不変」「悪化」の回答が大半を占めている。新型コロナウイルスは５類に引き
下げられたが、人口減少に加えて、物価高騰の影響の長期化を懸念したものと思
われる。
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３．産業別景況概要
（１）製造業

（２）建設業

（３）卸・小売業

（４）サービス業

　仕入単価の上昇は顕著であるが、売上の増減は事業所によってバラツキがあ
り、価格転嫁できているかどうかが採算性に直結している。
　経営上の問題点も他業種と比較し「人件費の増加」と「従業員の確保」の割合
が高く、人手不足が見て取れる。

　仕入単価の上昇は顕著だが、客単価も「上昇」「不変」がほとんどであり価格
転嫁が進んでいる。ただ、価格転嫁が十分でない事業所は採算が悪化している。
　経営上の問題点では「仕入単価の上昇」と「従業員の確保」が突出しており、
人手不足や従業員の高齢化が顕著となっている。仕事はあるが受注できないケー
スもある。

　新型コロナウイルスの影響は落ち着きつつあるが、売上は「減少」した事業所
が多い。仕入単価の「上昇」と経費の増加が相まって、採算が「悪化」している
事業所が多い。地域内の人口減少による需要の停滞に加え、買い物客の地域外大
型店への流出の影響が大きい。
　経営上の問題点で「店舗、設備等の老朽化」をあげている事業所が多いが、後
継者がいる事業所の割合が非常に低く、先行きの不透明感もあり設備投資に踏み
切れない事業所が多いと思われる。

　飲食関連はコロナ禍前に戻りつつあり、売上が「増加」した事業所も多い。物
価高騰に対して、比較的価格転嫁は進んでいるが、十分でない事業所は採算が悪
化している。
　卸・小売業同様、経営上の問題点で「店舗、設備等の老朽化」をあげている事
業所が多いが、後継者がいる事業所の割合が非常に低く、先行きの不透明感もあ
り設備投資に踏み切れない事業所が多いと思われる。また、最低賃金の引き上げ
により、「人件費の増加」をあげている事業所も多い。




